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気候変動に対する「緩和」と「適応」
緩和（かんわ）
温室効果ガスの発生量
を削減し気候変動自身
を抑制すること

適応（てきおう）
気候変動が起こってもわたしたち
の “暮らし” を可能な限り持続的
なものになるように工夫すること

緩和（かんわ）の努力をつづけながら適応する。
両方が必要です。
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国土のグランドデザイン2050 より

2050年の人口増減状況（2010年との比較）



 地域の持続可能性に影響を及ぼしうる環境の変動に対する適応を，岐阜大学の環境科学分野と応用分野
の幅広い連携によって推進する． 気象-森林-水文・河川・水環境-農地-生態系-地域社会経済・行政

 岐阜県とともに 『岐阜県気候変動適応センター』を開始．（2020年4月設置）

地域の行政・産業・市民の皆様，全国の関連研究コミュニティと力を合わせ，
気候変動・人口減少に適応した22世紀型の流域圏の実現を，環境科学技術の側面から強力に推進する．

•地域気候変動研究部門 2名
•森林研究部門 4名
•水環境研究部門 7名
•農業適応研究部門 2名
•社会システム研究部門 4名
•地域連携研究部門 2名

地域気候変動研究部門 森林研究部門 水環境研究部門

農業適応研究部門 社会システム研究部門 地域連携研究部門

気候変動予測情報
に基づく地域の気
候変動影響

台風・豪雨・渇水等
の極端気象現象の
将来予測

森林による温室
効果ガス吸収能
とその変動予測

森林管理，林業
分野における適
応策の検討

水資源や物質動態
に対する温暖化影
響の評価

河川・農地の生態
系，水産魚種への
影響と適応策

岐阜県主要農産物
への気候変動影響

気候変動適応策と
しての作付け品種
転換・育種等

気候変動・人口減少が地域経済
地域コミュニティに与える影響と
適応策の提案

地域への適応策の社会実装方法の研究
行政機関との連携窓口．
本部門を介して他研究部門と連携



〇気候変動予測や影響評価に先駆的に取り組む岐阜大学と、地域における気候変動の適応を推進する
岐阜県が連携し、「岐阜県気候変動適応センター」をＲ２年4月に共同設置。

〇大学と地方自治体による共同設置形態は全国初。地域ニーズに基づく気候変動影響評価の共同研究機能、適
応推進に向けた人材育成機能を持つセンターは独自機能。

岐阜県気候変動適応センター（2020年4月設置）

・地域気候変動

研究部門

・農業適応研究部門

・森林研究部門

・水環境研究部門

・社会システム研究部門

・社会連携研究部門

・気候変動影響評価
の共同研究

・適応推進に向けた
人材育成

・共同研究成果の
普及啓発

・適応策等の技術
的支援 など

・影響評価の共同研究、成果普及等へ参画

・適応策の検討、実施への技術的協力 など

関係学部・関係センター
応用生物化学部、工学部、医学部、流域圏科学研究セン
ター、清流の国ぎふ防災・減災センター、工学部附属応
用気象研究センターなど

センター長
岐阜大学教授

副センター長
環境生活部長

センタースタッフ

大学教員、県職員 等

地域環境変動適応研究センター

分野別会議

・気候変動のニーズの収集（分野別会議）

・適応計画の策定、進捗管理（庁内会議）

・県民、事業者への普及啓発、相談対応
など

庁内連絡会議

・庁内(分野別)会議、共同研究への参画
・適応策の検討、実施 など

岐阜県気候変動適応センター

関係部局・研究機関
清流の国推進部、危機管理部、健康福祉部、商工労働
部、農政部、林政部、県土整備部、都市建築部、保健
環境研究所、農業技術センターなど

適応センター運営会議

環境生活部脱炭素社会推進課

岐 阜 県 岐 阜 大 学



行政×地方大学によって可能になること
 気候変動（と人口減少）によって，岐阜県ではどのような影響が予測されるのか？

 予測される影響に対して，どのような適応策が有効なのか？実行可能なのか？

• 県職員は数年に一度は異動，今までの実務体系には含まれていなかった専門的な情報を一朝一

夕に理解することは難しい

⇒複雑で分かりづらい専門情報を，行政職員向け，市民向けに

分かりやすく翻訳，解説するインタープリター （大学）

• 気候変動の予測情報は日進月歩で更新されているが，専門家でなくては正しく理解することが

難しい，行政職員では使いこなせない

• 岐阜県においてどのような影響が予想されるのか，全国レベルの情報では粗すぎてよく分から

ない

⇒気候変動予測情報の読み解きと，影響予測への活用 （大学）

⇒岐阜県における詳細な影響予測の実施，適応策の検討 （県×大学）

 県行政が有する県行政としての専門知，経験知，現場知と，

大学研究者の専門知，科学知を融合することにより，岐阜県における気候変動影響予

測を実施し，効果的な適応策を見出す！



地域のステークホルダーとの協働
さまざまな協働の形
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ステークホルダー（産業・地域住民）

岐阜県行政

県の専門機関 岐阜大学

基礎自治体
外部研究機関

行政計画に用いられて
いる情報の提供

気候変動情報
人口動態も含めた
分析・研究

SI-CAT技術開発機関
の
強力なサポート

結果の共有

普及啓発媒体作成
情報提供

情報提供

気候変動による
水害リスク評価



ステークホルダー（産業・地域住民）

岐阜県行政

県の専門機関 岐阜大学
栽培地の情報（GIS，台帳）
富有柿栽培に関する情報

気候変動情報
人口動態も含めた
分析・研究結果の共有

農業普及員を通じた農家への情報提供
実態ヒアリング，適応策の可能性（2022年実施）

農作物（柿）への
影響評価と
適応策



• 共同モニタリング
• 現状の共有，気候変動

影響予測の共有
• 適応オプションの抽出
• 適応策の試行

ステークホルダー（産業・地域住民）

岐阜県行政

県の専門機関 岐阜大学

基礎自治体
外部研究機関

河川生態系（アユ）
への影響評価と
適応策



世界農業遺産になった長良川のアユ

世界農業遺産 清流長良川の鮎 (2015) ・・・河川漁業としては世界唯一

– アユだけでなく長良川の水の美しさや生態系、水を育む源流の森、
流域に住む人々の水とともに暮らす伝統文化やなりわいなどを含めて認定。

– ”里川”をキーワードに、農業・林業・内水面漁業・商業・観光業、これらが深く
かかわり、成り立っていることが長良川システムとして高く評価されている。
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出典：http://giahs-ayu.jp/

 シンボルフィッシュとして
岐阜の人々に愛されているアユ

 観光資源ともなっている長良川鵜飼
地元観光業に大きな経済効果

 １年で一生を終える回遊魚

 主要水産魚種，遊漁対象（漁業資源）

 遡上・生育・産卵全ての生活史
に水温が深く介在

（アユだけではないが良く研究されている）

【アユを介して地域が享受する生態系サービス】 【アユの生態に起因する温暖化への脆弱性】

 中上流域で生育し，その年の洪水・
渇水等の攪乱の影響を受けやすい



ステークホルダーを巻き込んだモニタリング① 12

●本支川（県水産研＋漁協）
●源流部（県水産研）
●支川（土研）
●支川（岐阜大）
全１７０箇所

長良川水系 水温モニタリング
2016年
10月

【特徴】
 研究機関およびステーク

ホルダー協働による水温
モニタリング体制

 本支川源流部から扇状地
まで網羅した密な観測点

 最長2016年10月から
現在までの観測データ

報告者：永山（岐阜大）・藤井・岸（岐阜水産研）・末吉（土研）
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●川漁師と協働での落ちアユ調査

産卵期に向けて川を降下するアユを捕獲する漁法「瀬張り網漁」から
アユの降河タイミングを把握

長良川流域７地点の漁獲日誌から漁獲状況を把握

瀬張り網漁従事者に
漁獲日誌を配布

出漁日ごとの漁獲量と
漁獲サイズを記録

報告者：藤井（岐阜水産研）・原田（岐阜大）

ステークホルダーを巻き込んだモニタリング②



ステークホルダーの役割を踏まえた
『地域適応シナリオ』という考え方

• 行政（だけ）が頑張ったところで，社会は変わらない．
…行政も大学も，社会を構成するプレイヤーに過ぎない．

• 地域のステークホルダー，プレイヤーが実行可能な適応策
でなければ，適応策は実行されることはない．
…実行可能な適応策は，当人たちと相談して共に創る必要
がある．

誰が，どんな風に行動してくれたら，地域の未来を理想に
近づけられるか？という発想でシナリオを，一緒につくる．

 『なりゆきの未来』から『理想の未来』に近づける
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基本的な考え方は，気候変動への適応というごく限られた目的ではなく，
「持続可能な地域を実現すること」，まちづくりの分野でも防災の分野でも一緒．



役

『安心な暮らしのヒントBOOK@ぎふ』より

地域適応シナリオをわかりやすく
示すことを目的に作成した資料の例



役

『安心な暮らしのヒントBOOK@ぎふ』より

地域適応シナリオをわかりやすく
示すことを目的に作成した資料の例
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